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東北地連 ４月23日に単組代表者会議を開催 

震災の被災状況と労組のこの間のとりくみを交流 生協労連への要望も出される 
 ４月23日、東北地連は単組代表者会議を仙台で開催、2011年春闘のとりくみとともに、３月11日

に起きた東日本大震災での被災状況とこの間の労働組合としてのとりくみ、そして当面の課題について

議論しました。生協労連からは桑田委員長が参加しました。 
 各単組からの報告・討論のなかでは、①なかまが「被災地に生協あり」「全国の生協が温かい支援に

全力を上げている」ことを実感し、これを大きな確信として、がんばっている姿、②一方で、被災の状

況は余震もあって、まだまだ変化していること、③福島原発事故による風評被害はかなり深刻なこと、

④沿岸部では、生協組合員そのものがいなくなり、脱退手続きが間に合わない事態も生まれ、一方で供

給高が４割減となり、雇用にも大きな影響が生まれていることなどが出されました。 
 とりわけ、震災による休業補償では、東北大学での「補償なし」については、地連からの申し入れな

どもあり、何とか解決できる見込みとなりました。また、労組では職員向けの「生活支援相談会」を開

催し、国など含めた支援制度の紹介などをおこなってきていますが、被災者のなかにはそうした制度そ

のものを知らない人が多数いることから、対策が必要との意見も出されました。 
 会議では、６月の地連執行委員会に連動して、サンネット事業連合との懇談をおこなうことを確認し

ました。また、生協労連への要望として①被災者の生活が深刻になっていることから、支援金について

はできるだけ支給してほしい、②原発問題と放射能汚染問題の学習会へのとりくみや、学習資材の配布

などを検討してほしいなどが出されました。 

一一番番つつららいいののはは生生産産者者  ササンンネネッットトがが６６月月かからら福福島島県県産産のの野野菜菜のの販販売売をを決決めめるる  
◆ 生協の共同購入が「頑張ろうふくしま」を提唱 ◆ 

サンネット共同購入商品部は安全が確認された福島県産

の野菜を６月に販売することを決めました。今一番つらいの

は生産者です。少しでも応援したいものです。風評被害など

に惑わされず、

商品の安全性

の根拠を生協

が示し、購入

の判断は組合

員がすれば良

いのです。共

同購入商品部

の英断は見事です。私達も冷静に対応しましょう。 

（みやぎ生協大震災災害対策ニュース№24より） 



―――――――――――――――――――――――――――――――― 

★「放射能の人体への影響」について学ぶ ★ 

だて共同センターの学習講演会に200人が参加   福島県労連 

―――――――――――――――――――――――――――――――― 
 大震災から１カ月以上過ぎ、原発事故がどうなるか、県民は毎日ハラハラしながら見守っています。

特に放射線量がどうなのかが一番心配です。小さい子どもを持つ親、保育・教育関係者は、マスコミに

発表される各地の「○○マイクロ・シーベルト」の数値に敏感になっています。特に政府や東電、マス

コミが本当のことを発表していないのではないかと疑心暗鬼になっています。多くの人は、放射能の正

確な情報を知らされておらず、本当のことを知りたいと思っています。 
 ４月13日に結成したばかりの「だて復興共同センター」では、４月24日、伊達福祉センターで「放

射能の人体影響」と題する学習講演会を開催しました。会場には予想をはるかに超える 200 人の方で

超満員になりました。講師は長年広島で放射能治療にあたってこられた斉藤紀医師（福島医療生協・わ

たり病院）にお願いしました。先生は過日のＮＨＫの特集番組にも登場するなど的確なお話が好評で、

連日引っ張りだこです。前日は川俣町の山木屋で講演し、この日も伊達で話が終わったらすぐ飯舘村で

講演するという超過密スケジュールです。 
●放射能の危険と現状を噛み砕いて講演－多くの質問と討論も 
 斉藤先生は、私たちのような放射能について何も知らない人にわかるように話されました。放射線と

は、シーベルト、ミリシーベルト、マイクロシーベルトなどの単位と、それが人体にどのように影響を

与えるのか、今の数値ではほとんど人体に影響はないが、リスクがないとは言えないことなどを話され

ました。 
 参加者からは「農作業への影響について」、中学生の子をもつ母親からは「文科省が 3.8 マイクロシ

ーベルト以上の県内13校の屋外活動を制限したが、その他の学校での対応について」質問や意見が出

され、中学教師からは学校現場での取り組みが話されるなど有意義な講演会となりました。 
 だて復興共同センターは今後、被災者支援活動をはじめ、相談活動や自治体への要請行動などを計画

しています。（全労連メールニュースより） 
 
            全労連が政府の第１次補正予算にたいし要望書提出 

政府は4月22日、東日本大震災からの早期復旧を目的にした

約４兆円規模の2011年度第1次補正予算を決定しました。この

補正予算にたいし、全労連は、①補正予算の規模は大震災被害

の甚大さに比して不十分であること、②既定経費の組み替えが

社会保障関係費に集中していることは問題であること、③すべ

ての財産を失った津波被災者、原発被害者への直接支援策が不

十分であること、④「復興税」などの増税論先行の復旧、復興

論議には反対であること、を柱とした要望書を菅首相宛に提出

しました。 
この第１次補正予算はこの連休中にも成立する見込みとなっ

ていますが、全労連は本格的な復興予算となる第２次補正予算

にたいし、本格的なとりくみをすすめていく予定です。当面は、

「被災者本位の生活再建と地域社会再生」署名と「原発事故の

早期解決と被害署名」を提起し、被災者と国民の声を国会に届

けていきます。 

コープかごしま労組が 

ボランティアの呼びかけ 


